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(57)【要約】
【課題】石綿含有物を対象としてその表面からの石綿発
塵量を直接的に測定する。
【解決手段】測定対象部位の周囲を気密裡に覆うカバー
２と、カバーに気密裡に装着されてカバー内の空気を吸
引してメンブレンフィルター３ａにより石綿塵埃を捕集
する捕集機構３と、捕集機構を介してカバー内の空気を
吸引する吸気管４と、吸気管の基端に接続された吸気ポ
ンプ５と、カバーを貫通して設けられて吸気ポンプによ
る吸引力によってカバー外の空気をその先端から測定対
象部位に吹き付ける噴射管７とを具備するとともに、測
定対象物から剥離する石綿を受け止める飛散防止板１０
を具備する。飛散防止板と測定対象物との間の空隙から
空気を吸引する吸引機構１４と、その吸引機構により吸
引した空気中から石綿を捕集するための捕集機構を具備
する。飛散防止板の表面を石綿を粘着可能な粘着面とす
る。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　石綿含有物を対象としてその表面の特定部位からの石綿発塵量を測定するための装置で
あって、
　測定対象部位の周囲を気密裡に覆うカバーと、
　前記カバーに気密裡に装着されて、該カバー内の空気を吸引してメンブレンフィルター
により石綿塵埃を捕集する捕集機構と、
　前記捕集機構に接続されて前記カバー内の空気を前記捕集機構を介して吸引するための
吸気管と、
　前記吸気管の基端に接続された吸気ポンプと、
　前記カバーを貫通して設けられ、前記吸気ポンプによる吸引力によって前記カバー外の
空気を吸い込んでその先端から測定対象部位に噴射状態で吹き付ける噴射管とを具備する
とともに、
　前記カバーを測定対象物に装着する際に測定対象部位の近傍から剥離する石綿を受け止
めてその飛散を防止するための飛散防止板を具備してなることを特徴とする石綿発塵量の
測定装置。
【請求項２】
　請求項１記載の石綿発塵量の測定装置であって、
　前記飛散防止板と測定対象物との間の空隙から空気を吸引する吸引機構を具備し、かつ
該吸引機構により吸引した空気中から石綿を捕集するための捕集機構を具備してなること
を特徴とする石綿発塵量の測定装置。
【請求項３】
　請求項１または２記載の石綿発塵量の測定装置であって、
　前記飛散防止板の表面は石綿を粘着可能な粘着面とされていることを特徴とする石綿発
塵量の測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、石綿含有物を対象としてその表面からの石綿発塵量を測定するための装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　周知のように、石綿（アスベスト）は優れた物性を備えていることから過去には建材を
はじめとして各方面で広く利用されてきたが、近年、その粉塵が重大な健康被害をもたら
すことが明らかになり、大きな社会問題となっている。
　石綿粉塵対策を講じるうえでは環境大気中の石綿粉塵濃度を把握することが不可欠であ
り、そのため、環境大気中のアスベスト濃度を測定するための技術的指針として「アスベ
ストモニタリングマニュアル」が策定されている（非特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】「アスベストモニタリングマニュアル（改訂版）」、環境庁大気保全局
大気規制課、平成５年１２月、ｐ.１－６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記マニュアルに規定されている石綿粉塵濃度の測定手法は、測定対象地点において大
気を長時間にわたって連続的にサンプリングして捕集用ろ紙（メンブレンフィルター）に
通すことによって大気中の石綿粉塵量を測定することを基本とするものである。
　しかし、そのような測定手法では測定対象地点付近の大気中の平均的な濃度は測定でき
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るものの、たとえば特定の建材からの発塵量を直接的に測定したり、あるいは発塵箇所を
特定するようなことはできるものではない。
　したがって、上記のような測定手法のみでは必ずしも充分ではなく、より高度の対策を
講じるうえでは、単に環境大気中の平均的な濃度測定のみならず、特定の部材からの石綿
発塵量を直接的に測定したり、さらには石綿発塵の可能性やそれに至るような建材の劣化
の程度をも把握し得るような測定手法の確立が必要ともされている。
【０００５】
　上記事情に鑑み、本発明は石綿含有物を対象としてその表面からの石綿発塵量を直接的
に測定し得る有効適切な測定装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　請求項１記載の発明は、石綿含有物を対象としてその表面の特定部位からの石綿発塵量
を測定するための装置であって、測定対象部位の周囲を気密裡に覆うカバーと、前記カバ
ーに気密裡に装着されて、該カバー内の空気を吸引してメンブレンフィルターにより石綿
塵埃を捕集する捕集機構と、前記捕集機構に接続されて前記カバー内の空気を前記捕集機
構を介して吸引するための吸気管と、前記吸気管の基端に接続された吸気ポンプと、前記
カバーを貫通して設けられ、前記吸気ポンプによる吸引力によって前記カバー外の空気を
吸い込んでその先端から測定対象部位に噴射状態で吹き付ける噴射管とを具備するととも
に、前記カバーを測定対象物に装着する際に測定対象部位の近傍から剥離する石綿を受け
止めてその飛散を防止するための飛散防止板を具備してなることを特徴とする。
【０００７】
　請求項２記載の発明は、請求項１記載の発明の石綿発塵量の測定装置であって、前記飛
散防止板と測定対象物との間の空隙から空気を吸引する吸引機構を具備し、かつ該吸引機
構により吸引した空気中から石綿を捕集するための捕集機構を具備してなることを特徴と
する。
【０００８】
　請求項３記載の発明は、請求項１または２記載の発明の石綿発塵量の測定装置であって
、前記飛散防止板の表面は石綿を粘着可能な粘着面とされていることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の測定装置によれば、測定対象部位をカバーにより覆ったうえでその内部から捕
集機構を介して吸気管を通して吸気ポンプにより吸気を行うことにより、吸気ポンプの吸
引力によってカバー外の空気を噴射管を通してカバー内に吸引して測定対象部位に噴射さ
せ、その噴射空気流によって測定対象部位から強制的に発塵させ、発塵量の全量を捕集機
構が内蔵しているメンブレンフィルターにより捕集可能である。
　したがって、強制発塵させて捕集した石綿の捕集量を測定することにより、測定対象部
位からの石綿発塵量を吸気量と関連づけて定量的に求めることができ、各部位で同様の測
定を同一条件で行うことによって各部位からの石綿発塵量を定量的に比較することが可能
であり、各部位の劣化の有無や程度も推定し把握することができ、その結果を石綿含有物
を解体したり補修するに際して有効に活用することが可能である。
　勿論、測定対象部位をカバーにより気密裡に覆った状態で測定を行い、強制発塵させた
石綿の全量をメンブレンフィルターにより捕集するので、測定に際して石綿を周囲に飛散
させてしまうようなことを確実に防止することができ、高精度かつ安全な測定作業が可能
である。
【００１０】
　特に本発明においては、測定に際してカバーを測定対象部位に気密裡に装着する際に微
量の石綿が剥離することも想定されることから、万一剥離した石綿を受け止めるための飛
散防止板を備えておくことにより、測定に際して剥離した石綿が不用意に周囲に飛散して
しまうことを有効に防止することができる。その際、飛散防止板と測定対象物との間から
空気を吸引して石綿を捕集したり、あるいは石綿を飛散防止板の表面に粘着させることに
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より、石綿の飛散をより確実に防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の基礎となった参考例である測定装置の概略構成図である。
【図２】本発明の実施形態である測定装置の概略構成とその構成要素である飛散防止板を
示す図である。
【図３】本発明の基礎となった他の参考例である測定装置の概略構成図である。
【図４】本発明の基礎となった他の参考例である測定装置の概略構成図である。
【図５】本発明の基礎となった他の参考例である測定装置の概略構成図である。
【図６】本発明の他の実施形態である測定装置の概略構成図である。
【図７】本発明の他の実施形態である測定装置の概略構成図である。
【図８】本発明の他の実施形態である測定装置の概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の実施形態である石綿発塵量の測定装置について説明するに先立ち、まず参考例
として本発明の基礎となった測定装置について図１を参照して説明する。
　図１は本発明の基礎となった参考例の測定装置の概略構成図である。これは、各種の石
綿含有物、たとえば図示例のように表面に石綿による耐火被覆がなされている鉄骨梁等の
構造部材を測定対象物１として、その表面の特定部位からの石綿の発塵量を直接的に測定
するためのハンディタイプのものであって、測定対象部位の周囲を気密裡に覆うカバー２
と、カバー２に装着された捕集機構３と、捕集機構３に接続されてカバー２内の空気を捕
集機構３を介して吸引するための吸気管４と、その吸気管４の基端に接続された吸気ポン
プ５と、吸気ポンプ５に内蔵されて吸気量を測定する流量計６と、カバー２を貫通して設
けられて吸気ポンプ５による吸引力によってカバー２外の空気をその先端から測定対象部
位に噴射状態で吹き付ける噴射管７と、噴射管７の基端部に装着された捕集機構８とを具
備してなるものである。
【００１３】
　本参考例におけるカバー２は両端が開放面とされた小径（捕集機構３と同径程度）の短
い筒状とされ、先端側の開放面が測定対象物１に向けられてその表面に押し当てられた状
態で装着されることにより、測定対象部位を覆って測定時における石綿粉塵の周囲への飛
散を防止するためのものである。
　カバー２の素材は適宜であるがたとえば塩ビ材やアクリル材あるいは金属製のものが好
適に採用可能である。なお、必要に応じて、測定対象物１に押し当てられる先端開放面の
周囲にシリコンゴム等の柔軟な材料によるシール部材を取り付けておくと、石綿が不用意
に剥離してしまうことを防止できるし、測定対象物１の表面に凹凸や不陸があるような場
合にも隙間が生じることがない。
【００１４】
　カバー２の基端側の開放面に装着されている捕集機構３は、カバー２の基端側の開放面
に対して気密裡にかつ着脱自在に装着可能な円筒形のホルダ内にメンブレンフィルター３
ａを内蔵したもので、そのメンブレンフィルター３ａにより吸気中の石綿粉塵の全量を捕
集可能なものである。この捕集機構３としては、たとえば公知の２５ｍｍ径のオープンフ
ェイス形ホルダが好適に採用可能である。
【００１５】
　捕集機構３に接続される吸気管４としてはたとえば内径６ｍｍ程度の硬質なパイプ材が
好適に採用可能であり、その基端には吸気ポンプ５が接続されている。吸気ポンプ５はカ
バー２内から捕集機構３および吸気管４を通して所望量の空気を吸引し、かつそれに伴っ
て噴射管７を通してカバー２内に空気を吸引して測定対象部位に所定風速で噴射させるこ
とができるものであり、そのために必要な吸引力を有するものである。
　なお、図示例では吸気ポンプ５に流量計６を一体に組み込んでいるが、流量計６を吸気
ポンプ５とは別に用意してそれを吸気ポンプ５の吸引側あるいは吐出側に接続することで
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も良い。
【００１６】
　噴射管７はたとえば内径３～６ｍｍ程度の金属管が好適に採用可能であり、この噴射管
７はカバー２の軸線に対して傾斜する状態でカバー２の側面を斜めに貫通して、その先端
はカバー２の先端開放面の近傍位置まで延出されており、したがって図示しているように
カバー２の先端を測定対象物１の表面に押し当てると噴射管７の先端は自ずと測定対象部
位に臨んでその近傍に位置するようにされている。
　カバー２に対する噴射管７の貫通部は気密裡にシールされ、噴射管７の基端には上記の
捕集機構３と同様のメンブレンフィルター８ａを内蔵した捕集機構８が装着されている。
　これにより、吸気ポンプ５を運転するとその吸引力によってカバー２外の空気が捕集機
構８を通して清浄化されたうえで噴射管７に吸引され、その空気流は噴射管７の先端より
所定流速で測定対象部位に向かって噴射され、そのような噴射空気流によって測定対象部
位の表面の石綿が強制的に吹き飛ばされ、カバー２内において強制的に発塵を生じさせる
ことができるものとされている。
　なお、噴射管７からの噴射空気流の噴射流速は適宜設定すれば良いが、たとえば噴射管
７の内径が６ｍｍの場合、吸気ポンプによる吸気量を３Ｌ／ｍｉｎ程度として、噴射流速
を１．８ｍ／ｓ程度とすることが良く、そのような状態での測定を５分程度行って総吸気
量を１５Ｌ程度とすることが良い。
【００１７】
　上記構成による参考例の測定装置による測定は、測定対象部位にカバー２を装着してそ
の周囲を気密裡に覆い、吸気ポンプ５を運転してカバー２内の空気を吸引することで行う
。
　これにより、上述のように噴射管７からの噴射空気流が所定風速で測定対象部位に吹き
付けられ、表層部の石綿が吹き飛ばされて微量な発塵が生じ、カバー２内に飛散した石綿
粉塵はカバー２内の空気とともに捕集機構３に吸引されてその全量がメンブレンフィルタ
ー３ａに捕集され、石綿粉塵が捕集された後の清浄な空気のみが吸気管４を通して吸気ポ
ンプ５に吸引されて系外に排気される。
　そこで、所定時間の運転の後、運転を停止してカバー２から捕集機構３を取り外し、捕
集機構３からメンブレンフィルター３ａを取り出し、それを分析して捕集量（すなわち強
制的に発塵させた石綿粉塵量）を測定する。また、運転時間中の吸気量を流量計６により
測定する。
【００１８】
　以上により、噴射空気流によって測定対象部位から強制的に発塵させた石綿発塵量を、
吸気量（＝噴射空気量）と関連づけて直接的にしかも定量的に求めることができる。した
がって各部位で同様の測定を同一条件で行うことにより、各部位からの石綿発塵量を定量
的に比較することが可能であり、そのことから各部位からの発塵量の多寡を定量的に把握
でき、各部位の劣化の有無や程度も推定することができ、その測定結果を石綿含有物に対
する解体や補修に際して有効に活用することが可能である。
【００１９】
　勿論、石綿を強制的に発塵させるとはいえ、測定対象部位をカバー２により気密裡に覆
ったうえでその内部のみで発塵させるものであるし、強制発塵させた石綿の全量は捕集機
構３（メンブレンフィルター３ａ）により完全捕集可能であり、さらに噴射管７にも同様
の捕集機構８を設けているので、噴射管７に吸い込まれる外気は自ずと清浄化されるばか
りでなく、測定に際して強制的に発塵させた石綿粉塵が不用意に噴射管７を通って周囲に
飛散してしまう恐れもなく、高精度であるばかりでなく安全な測定を行うことが可能であ
る。
　しかも、装置全体の構成は極めて簡単であって安価な汎用製品の組み合わせにより安価
に製作できるし、小型軽量のハンディタイプであるので測定作業も何ら面倒で複雑な手順
を要するものではないし、作業員１人でも簡易に実施できるものであり、以上のことから
石綿含有物の劣化度を診断するためのツールとして極めて有効である。
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【００２０】
　なお、上記参考例のように構造部材に耐火被覆として吹き付けられている石綿を対象と
するような場合には、上記で例示したように内径６ｍｍの噴射管７を用いて１．８ｍ／ｓ
程度の噴射流速で吹き付けることが好適であると考えられるが、噴射管７の口径やそこか
らの噴射流速の設定は、測定対象物１の材質や用途、測定目的、その他の諸条件を考慮し
て任意に設定すれば良く、特に噴射流速についてはたとえば０．５ｍ／ｓ程度の微風速か
ら１５ｍ／ｓ程度の強風速までの範囲で自由に設定すれば良い。
　いずれにしても、噴射管７の口径と噴射流速を決定すれば理論的には単位時間当たりの
噴射空気量（＝カバー２内からの吸気量）は自ずと決定され、あとは測定時間を決定すれ
ば自ずと測定中の総吸気量が決定されるから、測定時間のみをパラメーターとして測定を
行うこともでき、測定時間を一定に維持すれば自ずと同一条件での測定を繰り返すことが
できる。
【００２１】
　以上で本発明の基礎となった参考例について説明したが、次に図２を参照して本発明の
実施形態を説明する。本実施形態の測定装置は、上記参考例の測定装置に対して飛散防止
板１０を付加したものである。
　すなわち、上記参考例の測定装置においては、カバー２の先端を測定対象物１に押し当
てる際にそこから微量の石綿が剥離して落下することも想定されることから、本実施形態
の測定装置ではそのような微量の石綿をも捕集するための飛散防止板１０を備えており、
それにより万一剥離した石綿が周囲に不用意に飛散してしまうことを確実に防止するよう
にしたものである。
【００２２】
　飛散防止板１０はたとえば透明アクリル板等からなる薄板円板状のものであり、図２（
ｂ）に示すように中心部にはカバー２および捕集機構３に対して装着可能な装着孔１１が
形成されていて、それらカバー２と捕集機構３との間に挟み込まれた状態で装着されるよ
うになっている。したがって、カバー２の先端部を測定対象物１に押し当てた状態では飛
散防止板１０が自ずとその周囲の直下の位置に配置され、カバー２が押し当てられること
でそこから石綿が万一剥離したとしても自ずと飛散防止板１０上に落下して受け止められ
るようになっている。
　なお、石綿を確実に受け止めるためには飛散防止板１０の径は可及的に大きい方が好ま
しいが、あまり大きいと重くなるし取り扱いに不便であるので10～50cm程度とすることが
現実的であり、通常はそれで充分である。勿論、飛散防止板１０は円形に限らず正方形や
多角形その他の形状としても差し支えない。
【００２３】
　そして、飛散防止板１０の中心からやや側方にずれた位置には空気吸引口１２が形成さ
れていて、その空気吸引口１２には、吸引空気中の石綿を捕集するための捕集機構として
のＨＥＰＡフィルター１３を内蔵している吸引機構１４が空気ホース１５を介して接続さ
れ、その吸引機構１４によって飛散防止板１０と測定対象物１との間から空気が吸引され
るようになっている。
　したがって、吸引機構１４を運転しながらカバー２を測定対象物１に押し当てれば、測
定対象部位から万一剥離した石綿は飛散防止板１０上に向かって落下していきながら、あ
るいは飛散防止板１０上に落下した後に、吸引機構１４により吸引される空気とともに空
気吸引口１２に吸い込まれてＨＥＰＡフィルター１３に捕集されてしまい、したがって周
囲に飛散してしまうことを確実に防止できるものとなっている。
【００２４】
　なお、上記の吸引機構１４を設けることに代えて、あるいはそれに加えて、飛散防止板
１０の表面を石綿を粘着面とすることも好ましく、そのようにすれば飛散防止板１０上に
落下した石綿は直ちにそこに粘着してしまってそこからの再飛散を確実に防止することが
できる。
【００２５】
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　また、図２に鎖線で示しているように飛散防止板１０の外周縁部に側壁１６を立ち上げ
ることも好ましく、そのようにすれば測定対象物１と飛散防止板１０との間の空隙が半閉
鎖空間となってそこからの吸引効果、すなわち剥離した石綿の飛散防止効果をより向上さ
せることができるし、測定対象物１が水平に対して傾斜している場合や鉛直な壁面に対し
て測定を行う場合にも有効である。
　ただし、そのような側壁１６を設ける場合においては、側壁１６の上縁が測定対象物１
に接触してしまうとそこで石綿の剥離が生じる懸念があるので、側壁１６の高さは測定対
象物１に接触し得ない程度に留めるべきである。
【００２６】
　さらに、飛散防止板１０の素材としては石綿を受け止めることができるものである限り
においてたとえば金属板や樹脂成形板等の各種の板材を任意に採用可能であるが、不透明
であるよりは透明である方が測定作業の際にカバー２の先端部を下方から目視できるので
好ましく、その点では上述のように透明アクリル板が好適に採用可能である。
　また、図示しているように、飛散防止板１０には噴射管７を斜めに通すための挿通孔１
７を形成しておくと良いが、あるいはそのような挿通孔１７に代えて飛散防止板１０の径
方向に切り込んだスリット１８を形成してそこに噴射管７を通すことでも良く、その場合
には噴射管７を通した後にテープを貼り付ける等してスリット１８を塞ぐと良い。
【００２７】
　以上、本発明の実施形態について詳述したが、本発明は上記実施形態に限定されるもの
では勿論なく、本発明の要旨を逸脱しない範囲であれば、カバー２や捕集機構３，８、吸
気ポンプ５、吸気管４や噴射管７等の各構成部品の仕様や形状、寸法についてはさらに様
々な設計的変更が可能である。
　たとえば、上記実施形態では吸気量を測定するための流量計６を具備したが、吸気量を
一定に固定した条件で測定を行うような場合には必ずしも吸気量を測定する必要はないの
で、流量計６は省略することも可能である。
　また、上記実施形態では噴射管７の基端に捕集機構８を設けたが、強制発塵させた石綿
粉塵が噴射管７を通してカバー２の外部に飛散する恐れが無く、またカバー２の周囲に飛
散している石綿粉塵その他の浮遊物が噴射管７を通してカバー２内に吸い込まれるような
状況下でない場合には、捕集機構８も必ずしも必要ではなく省略することも可能である。
　特に、飛散防止板１０やそれに関連する構成要素（吸引機構１４等）の具体的な構成は
適宜変更可能である。たとえば、上記実施形態では飛散防止板１０をカバー２と捕集機構
３との間に挟み込むものとしたが、飛散防止板１０をカバー２あるいは捕集機構３に対し
て取り付けたり、予めカバー２あるいは捕集機構３と一体に形成しておくことでも勿論良
い。
【００２８】
　なお、同一条件での測定を繰り返し行うためには、上述したように噴射空気量や噴射流
速を一定に維持するのみならず、噴射管７の先端と測定対象部位との間隔を常に一定に維
持する必要があるし、上記実施形態のように噴射空気を測定対象物部位に対して斜め方向
から吹き付けるようにしている場合にはその吹付方向も測定のたびに変化しないようにす
べきである。そのためにはカバー２に対する噴射管７の装着位置や装着角度が不用意に変
動しないように確実強固に固定しておけば良く、それにより吹付距離や吹付方向がそのつ
ど変動することなく常に同一条件での測定を行い得て測定精度や信頼性を損なうことがな
い。
【００２９】
　あるいは、上記実施形態のように噴射空気を測定対象部位に対して斜めに吹き付けるの
ではなく、噴射管７を測定対象部位に対して垂直となるように配置して測定対象部位に対
して常にその法線方向から吹き付けるように構成し、その場合の測定値を標準的な指標と
することも考えられる。
　以下、そのような場合の構成例を列挙する。
　図３に示すものは、図１に示した参考例の装置におけるカバー２の先端面をその軸線に
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射管７が自ずと測定対象部位に対して垂直をなすように配置されるようにしたものであり
、この場合には常に法線方向から空気を吹き付けることが可能であって自ずと同一条件で
の測定を行い得る。
【００３０】
　図４に示すものは、図１に示した参考例における噴射管７の先端部をカバー２の内部に
おいて屈曲させることによって噴射管７の先端部を測定対象部位に対して垂直となるよう
にしたものであり、図５に示すものは、噴射管７をカバー２の側面に対して垂直に貫通さ
せてその両端部をそれぞれ直角に屈曲させたものであり、いずれも常に法線方向から空気
を吹き付けて一定条件での測定を繰り返すことが可能である。
　なお、このように噴射管７を屈曲させる場合においては、少なくとも屈曲部を蛇腹管等
の可撓管等により形成することも考えられるが、いずれにしても所定角度に屈曲させた後
にはその角度や測定対象部位との間隔が不用意に変化しないように確実強固に固定すべき
である。
【００３１】
　したがって本発明においては、図２に示した実施形態の装置に対して、図３～図５に示
した参考例の装置の構成を組み合わせて図６～図８に示す実施形態のように構成すれば良
い。
【符号の説明】
【００３２】
　１　測定対象物
　２　カバー
　３　捕集機構
　３ａ　メンブレンフィルター
　４　吸気管
　５　吸気ポンプ
　６　流量計
　７　噴射管
　８　捕集機構
　８ａ　メンブレンフィルター
　１０　飛散防止板
　１１　装着孔
　１２　空気吸引口
　１３　ＨＥＰＡフィルター（捕集機構）
　１４　吸引機構
　１５　空気ホース
　１６　側壁
　１７　挿通孔
　１８　スリット
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